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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

 米国会計基準 

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載し 

   ておりません。 

２ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３ １株当たり株主資本、基本的１株当たり当社に帰属する四半期（当期）純利益金額は、発行済株式数から 

   自己株式数を控除して計算しております。 

４ 希薄化後１株当たり当社に帰属する四半期（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存 

   在しないため記載しておりません。 

５ 従業員数は、連結会社外からの出向者を含み、連結会社外への出向者は含んでおりません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

前第３四半期 
連結累計期間

第20期
当第３四半期 
連結累計期間

第19期
前第３四半期 
連結会計期間

第20期 
当第３四半期 
連結会計期間

第19期

会計期間
平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで

平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで

平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで

平成22年10月１日から 

平成22年12月31日まで

平成21年４月１日から

平成22年３月31日まで

営業収益 (百万円) 3,242,364 3,209,129 1,096,556 1,070,977 4,284,404 

法人税等及び持分法に
よる投資損益(△損失)
前利益 

(百万円) 701,687 748,637 221,806 221,629 836,157 

当社に帰属する四半期 
(当期)純利益 

(百万円) 419,346 443,983 134,628 134,236 494,781 

株主資本 (百万円) ― ― 4,528,168 4,837,836 4,635,877 

総資産額 (百万円) ― ― 6,494,617 6,848,593 6,756,775 

１株当たり株主資本 (円) ― ― 108,835.17 116,340.04 111,423.97 

基本的１株当たり当社
に帰属する四半期(当
期)純利益金額 

(円) 10,046.99 10,671.42 3,228.80 3,226.59 11,863.62 

希薄化後１株当たり当
社に帰属する四半期(当
期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

株主資本比率 (％) ― ― 69.7 70.6 68.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 592,096 754,523 ― ― 1,182,818 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △700,391 △519,898 ― ― △1,163,926

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △245,952 △223,809 ― ― △260,945

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 245,378 367,189 357,715 

従業員数 (名) ― ― 22,937 23,409 22,297 
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当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりでありま

す。 

  

当第３四半期連結会計期間において、当社は、新たに以下の会社を含む８社を連結子会社に追加し、

１社を連結範囲から除外しております。 

 また、１社を持分法適用関連会社に追加し、１社を持分法適用範囲から除外しております。 

  

 
  

(1) 連結会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は、連結会社外からの出向者(265名)を含み、連結会社外への出向者(128名)は含んでおりません。 

     臨時従業員数は、［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は、提出会社外からの出向者(392名)を含み、提出会社外への出向者(3,742名)は含んでおりません。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

 平成22年12月31日現在

名称 住所 
資本金

(千米ドル)
主要な事業
の内容 

議決権の 
所有割合 
(％) 

 関係内容

(連結子会社)  

PacketVideo 
Corporation 

アメリカ・ 
サンディエゴ 46

携帯電話向けミド
ルウェアの提供 100 役員の兼任等 ２名

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 23,409［8,616］ 

従業員数(名) 11,178 
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第２ 【事業の状況】 

当社グループは電気通信事業等の事業を行っており、生産、受注といった区分による表示が困難であ

るため、事業別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりませ

ん。このため、生産、受注及び販売の状況については、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」に記載の各事業別セグメント業績に関連付けて示しております。 

  

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておらず、また前事業年度の有価

証券報告書に記載しております「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の状況 

 概況 

移動通信市場は、人口普及率の高まりに伴い成熟期を迎えるなか、お客様の獲得やサービスの更なる

向上などにおいて、厳しい競争環境が続いております。 

  そのような市場環境のなか、当社グループは、新たな企業ビジョン「スマートイノベーションへの挑

戦 －ＨＥＡＲＴ－」を掲げ、今後起こりうる社会変化を捉え、更なる成長と社会への新たな価値提供

を目指しております。 

  また、中期的な経営の方針である「変革とチャレンジ」の旗印のもと、お客様満足度の更なる向上に

向けた取り組みを推進した結果、評価機関から第１位の評価を得ることができました。さらに、当連結

会計年度をドコモのチャレンジの実現に向けた「実行フェーズに突入する一年」と位置づけ、パケット

ＡＲＰＵの向上に向けたスマートフォン市場の拡大や新たな通信規格であるＬＴＥを利用した「Ｘｉ」

（クロッシィ）サービスの提供を開始するなど、様々な取り組みを実施いたしました。 

 当第３四半期連結会計期間の業績については、携帯電話収入において、音声ＡＲＰＵの低減により音

声収入は607億円減少したものの、パケット通信の利用促進及びパケット定額サービスの普及拡大への

取り組みにより、パケット通信収入は275億円増加しました。また、ケータイ補償お届けサービスの契

約数の増加等によりその他の収入が181億円増加しました。端末機器販売においては、卸売単価が減少

したことなどにより端末機器販売収益が105億円減少しました。その結果、営業収益は前年同期に比べ

256億円減の１兆710億円となりました。営業費用は、設備投資の効率化によるネットワーク費用の低減

や、継続的な経費の効率化に努めたことなどにより、352億円減の8,439億円となりました。これらの結

果、営業利益は、前年同期に比べ96億円増の2,270億円となりました。また、法人税等及び持分法によ

る投資損益前利益2,216億円から税金等を控除した当社に帰属する四半期純利益は1,342億円となりまし

た。 
  

当第３四半期連結会計期間における主な経営成績は次のとおりであります。 
  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

損益状況  （単位：億円）

区分

前第３四半期
連結会計期間 

平成21年10月１日から
平成21年12月31日まで

当第３四半期
連結会計期間 

平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで

増減
増減率
（％）

営業収益 10,966 10,710 △256 △2.3

営業費用 8,791 8,439 △352 △4.0

  営業利益 2,174 2,270 96 4.4 

営業外損益（△費用） 44 △54 △98 ―

 法人税等及び持分法による   
 投資損益（△損失）前利益 2,218 2,216 △2 △0.1

法人税等 897 902 5 0.5 

 持分法による投資損益 
 （△損失）前利益 1,321 1,315 △7 △0.5

持分法による投資損益
（△損失） 29 34 5 15.9 

  四半期純利益 1,350 1,348 △2 △0.1

控除：非支配持分に帰属する 
   四半期純損益（△利益） 

△4 △6 △2 △49.2

 当社に帰属する四半期純利益 1,346 1,342 △4 △0.3

ＥＢＩＴＤＡマージン 36.3％ 38.1％ 1.8ポイント ―

ＲＯＣＥ（税引前） 4.2％ 4.2％ ― ―

ＲＯＣＥ（税引後） 2.5％ 2.5％ ― ―
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(注) １ ＥＢＩＴＤＡマージン：ＥＢＩＴＤＡ÷営業収益 

           ＥＢＩＴＤＡ：営業利益＋減価償却費＋有形固定資産売却・除却損 

 
  

   ２ ＲＯＣＥ（税引前）：営業利益÷使用総資本 

      ＲＯＣＥ（税引後）：税引後営業利益÷使用総資本 

   

 （ＥＢＩＴＤＡマージンの算出過程） （単位：億円）

  区分

前第３四半期連結会計期間 

平成21年10月１日から 

平成21年12月31日まで

当第３四半期連結会計期間

平成22年10月１日から 

平成22年12月31日まで

  a.ＥＢＩＴＤＡ 3,986 4,076 

   減価償却費 △1,737 △1,741 

  有形固定資産売却・除却損 △74 △64 

   営業利益 2,174 2,270 

   営業外損益（△費用） 44 △54 

   法人税等 △897 △902 

   持分法による投資損益（△損失） 29 34 

  
 控除：非支配持分に帰属する 

    四半期純損益（△利益） 
△4 △6 

  b.当社に帰属する四半期純利益 1,346 1,342 

  c.営業収益 10,966 10,710 

  ＥＢＩＴＤＡマージン (=a/c) 36.3％ 38.1％ 

  売上高四半期純利益率 (=b/c) 12.3％ 12.5％ 

  

(注)  当社が使用しているＥＢＩＴＤＡ及びＥＢＩＴＤＡマージンは、米国証券取引委員会(ＳＥＣ)

レギュレーション S-K Item 10(ｅ) で用いられているものとは異なっております。従って、他

社が用いる同様の指標とは比較できないことがあります。 

 （ＲＯＣＥ（税引前）、ＲＯＣＥ（税引後）の算出過程） （単位：億円）

 区分
前第３四半期連結会計期間
平成21年10月１日から
平成21年12月31日まで

当第３四半期連結会計期間
平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで

 a.営業利益 2,174 2,270 

 b.税引後営業利益｛=a*(1-実効税率)｝ 1,287 1,344 

 c.使用総資本 51,649 54,363 

 ＲＯＣＥ（税引前） (=a/c) 4.2％ 4.2％

 ＲＯＣＥ（税引後） (=b/c) 2.5％ 2.5％

 

(注)  使用総資本＝（当（前）第２四半期末株主資本＋当（前）第３四半期末株主資本) ÷ ２ 

＋（当（前）第２四半期末有利子負債＋当（前）第３四半期末有利子負債) ÷ ２ 

有利子負債＝１年以内返済予定長期借入債務＋短期借入金＋長期借入債務 

実効税率：前第３四半期連結会計期間、当第３四半期連結会計期間とも40.8％ 
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（注）携帯電話収入の音声収入には回線交換によるデータ通信を含んでおります。 
  

 営業収益  （単位：億円）

 

区分

前第３四半期
連結会計期間 

平成21年10月１日から
平成21年12月31日まで

当第３四半期
連結会計期間 

平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで

増減
増減率
（％）

 無線通信サービス 9,662 9,511 △151 △1.6

 

 

携帯電話収入 8,966 8,633 △332 △3.7

  音声収入 4,993 4,386 △607 △12.2

 
  

（再掲）「ＦＯＭＡ」 
サービス 4,707 4,267 △441 △9.4

  パケット通信収入 3,973 4,248 275 6.9 

 
  

（再掲）「ＦＯＭＡ」 
サービス 3,904 4,214 310 7.9 

 その他の収入 697 878 181 26.0 

 端末機器販売 1,303 1,199 △105 △8.0

  合計 10,966 10,710 △256 △2.3

 営業費用  （単位：億円）

 

区分

前第３四半期
連結会計期間 

平成21年10月１日から
平成21年12月31日まで

当第３四半期
連結会計期間 

平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで

増減
増減率
（％）

 人件費 647 663 16 2.5 

 経費 5,409 5,129 △281 △5.2

 減価償却費 1,737 1,741 4 0.2 

 固定資産除却費 118 105 △13 △10.7

 通信設備使用料 784 705 △79 △10.1

 
租税公課 96 96 0 0.4 

  合計 8,791 8,439 △352 △4.0
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事業別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

携帯電話事業 

当第３四半期連結会計期間において当社グループは、引き続きお客様満足度向上に向けた取り組みを

実施するとともに、株式会社Ｊ．Ｄ． パワー アジア・パシフィックによる個人向け携帯電話サービ

ス顧客満足度調査において、当社は総合ランキングで第１位の評価を得ました※１。また、「ＧＡＬＡ

ＸＹ Ｓ」などのスマートフォンをはじめ、18機種を発売するなど、お客様の様々なご要望にお応えす

る端末やサービスを提供してまいりました。その結果、スマートフォンの当連結会計年度における累計

販売台数は100万台を突破いたしました。 

  さらに、高速、大容量、低遅延が特長の新たな通信規格であるＬＴＥを利用した「Ｘｉ」サービスを

12月24日に東名阪地域にて提供を開始するとともに、同サービスに対応した「Ｌ－０２Ｃ」を発売いた

しました。 

  パケットＡＲＰＵの向上に向けた取り組みとしては、「ｉモード」向けに「ドコモマーケット」の提

供を開始し、スマートフォン以外でも、お客様が必要とするアプリケーションや音楽・電子書籍コンテ

ンツをより簡単にご利用いただけるようにいたしました。また、カーナビ向けの情報提供サービス「ド

コモドライブネット」※２を専用料金プランと共に提供開始いたしました。さらに、雑誌や書籍などを

コンテンツ料金無料でお試しいただける電子書籍のトライアルサービスをスマートフォン向けに提供い

たしました。 

  当第３四半期連結会計期間末の携帯電話契約数は、前年同期末と比較し177万契約増の5,721万契約と

なり、当第３四半期連結会計期間の解約率は0.46％となりました。平成19年８月に導入した「ファミ割

ＭＡＸ５０」などのＭＡＸ系割引サービスは、当第３四半期連結会計期間末で約3,590万契約となり、

同じく平成19年11月に導入した「バリュープラン」は、約3,890万契約まで伸びました。また、パケッ

トＡＲＰＵは前年同期と比べ増加したものの、「バリュープラン」の浸透などの影響により音声ＡＲＰ

Ｕが減少したため、当第３四半期連結会計期間の総合ＡＲＰＵは、前年同期に比べ6.2％減の5,130円と

なりました。 

  端末機器販売に関しては、端末機器の仕入単価・卸売単価の減少等により、端末機器販売収益及び原

価は前年同期と比べ減少いたしました。 

  これらの結果、当第３四半期連結会計期間における携帯電話事業営業収益は、前年同期に比べ320億

円減の１兆350億円、携帯電話事業営業利益は前年同期に比べ110億円増の2,316億円となりました。 

  

※１  J.D. パワー アジア・パシフィック2010年日本携帯電話サービス顧客満足度調査SM。日本国内在住の携帯 

電話利用者7,500名から回答を得た2010年７月末から８月末調査結果による。www.jdpower.co.jp 

※２ 当社のネットワークを通じて、最新の地図情報や車の位置に応じた観光施設、駐車場満空情報などのエリア

情報などをリアルタイムにお届けするドライバー向けの新たな情報提供サービス。 
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主なサービスの契約数等の状況については次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 携帯電話サービス契約数、「ＦＯＭＡ」サービス契約数及び「ｍｏｖａ」サービス契約数には、通信モジュ

ールサービス契約数を含めて記載しております。   

２ 平成20年３月３日より、「２ｉｎ１」を利用する際にはその前提として原則「ＦＯＭＡ」契約を締結するこ

とが条件となっており、携帯電話サービス契約数及び「ＦＯＭＡ」サービス契約数にはその場合の当該「Ｆ

ＯＭＡ」契約も含まれております。 

３ パケット定額サービス契約数は、「パケ・ホーダイ ダブル」分、「パケ・ホーダイ シンプル」分、「パ

ケ・ホーダイ」分、「パケ・ホーダイフル」分、「Ｂｉｚ・ホーダイ」分、「定額データプラン スタンダ

ード（バリュー含む）」分、「定額データプラン64Ｋ（バリュー含む）」分、「定額データプランＨＩＧ

Ｈ-ＳＰＥＥＤ（バリュー含む）」分の合計で記載しております。（前第３四半期連結会計期間末時点の契

約数には、以上に加えて「Ｂｉｚ・ホーダイ ダブル」分の契約数を含んでおります。） 

４ 「ｉモード」サービス契約数は、「ＦＯＭＡ」サービス分、「ｍｏｖａ」サービス分の合計で記載しており

ます。 

  

 
(注) 新規：新規の回線契約 

移行：「ＦＯＭＡ」もしくは「ｍｏｖａ」から「Ｘｉ」への契約変更及び「Ｘｉ」もしくは「ｍｏｖａ」から

「ＦＯＭＡ」への契約変更  

買い増し：「Ｘｉ」から「Ｘｉ」への機種変更及び「ＦＯＭＡ」から「ＦＯＭＡ」への機種変更 

取替：「Ｘｉ」もしくは「ＦＯＭＡ」から「ｍｏｖａ」への契約変更及び「ｍｏｖａ」から「ｍｏｖａ」への

機種変更 

主なサービスの契約数 （単位：千契約）

区分
前第３四半期
連結会計期間末 
平成21年12月31日

当第３四半期
連結会計期間末 
平成22年12月31日

増減
増減率
（％）

携帯電話サービス 55,436 57,210 1,774 3.2 

 「Ｘｉ」サービス ― 1 ― ―

 「ＦＯＭＡ」サービス 52,045 55,572 3,527 6.8 

   うち「ｉチャネル」 16,733 16,493 △240 △1.4

  うち「ｉコンシェル」 3,101 5,800 2,699 87.0 

   うち パケット定額サービス 23,624 30,174 6,550 27.7 

 「ｍｏｖａ」サービス 3,391 1,636 △1,755 △51.7

「ｉモード」サービス 48,688 48,530 △159 △0.3

「ｓｐモード」サービス ― 936 ― ―

販売数等   （単位：千台）

区分

前第３四半期
連結会計期間 

平成21年10月１日から 
平成21年12月31日まで

当第３四半期
連結会計期間 

平成22年10月１日から 
平成22年12月31日まで

増減
増減率
（％）

携帯電話販売数 4,201 4,342 140 3.3 

 

「Ｘｉ」 

新規 ― 1 ― ―

 移行 ― 0 ― ―

 買い増し ― 0 ― ―

 

「ＦＯＭＡ」 

新規 987 1,101 115 11.6 

 移行 450 264 △186 △41.4

 買い増し 2,762 2,973 211 7.6 

 
「ｍｏｖａ」 

新規 1 1 0 22.4 

 取替 1 1 △1 △50.3

 解約率 0.45％ 0.46％ 0.01ポイント ―
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(注)ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義及び算定方法等※ 

 １ ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義 

    a. ＡＲＰＵ(Average monthly Revenue Per Unit)：１契約当たり月間平均収入 

 １契約当たり月間平均収入（ＡＲＰＵ）は、１契約当たりの各サービスにおける平均的な月間営業収益

を計るために使われております。ＡＲＰＵは無線通信サービス収入のうち各サービスの提供により得られ

る収入（毎月発生する基本使用料、通話料及び通信料）を、当該サービスの稼動契約数で割って算出され

ております。従ってＡＲＰＵの算定からは各月の平均的利用状況を表さない契約事務手数料などは除いて

おります。こうして得られたＡＲＰＵは１契約当たりの各月の平均的な利用状況及び当社による料金設定

変更の影響を分析する上で有用な情報を提供するものであると考えております。なお、ＡＲＰＵの分子に

含まれる収入は米国会計基準により算定しております。 

  

b. ＭＯＵ（Minutes of Use）：１契約当たり月間平均通話時間 

  

 ２ ＡＲＰＵの算定式 

a. 総合ARPU(Xi+FOMA+mova)…音声ARPU(Xi+FOMA+mova)+パケットARPU(Xi+FOMA+mova) 

    音声ARPU(Xi+FOMA+mova) 

        …音声ARPU(FOMA+mova)関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動契約数(Xi+FOMA+mova) 

      パケットARPU(Xi+FOMA+mova)  

        …パケットARPU(Xi+FOMA+mova)関連収入(基本使用料、通信料)÷稼動契約数(Xi+FOMA+mova) 

  

b. 総合ARPU(FOMA)…音声ARPU(FOMA)+パケットARPU(FOMA) 

      音声ARPU(FOMA) 

       …音声ARPU(FOMA)関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動契約数(FOMA) 

      パケットARPU(FOMA) 

          …パケットARPU(FOMA)関連収入(基本使用料、通信料)÷稼動契約数(FOMA) 

  

  c. 総合ARPU(mova)…音声ARPU(mova)+パケットARPU(mova) 

        音声ARPU(mova) 

          …音声ARPU(mova)関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動契約数(mova) 

        パケットARPU(mova) 

          …パケットARPU(mova)関連収入(基本使用料、通信料)÷稼動契約数(mova) 

  

３ 稼動契約数の算出方法 

  当該期間の各月稼動契約数((前月末契約数＋当月末契約数)÷２)の合計 

  
※ 通信モジュールサービスは、ＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定上、収入、契約数ともに含めておりません。 

ＡＲＰＵ等 （単位：円）

区分

前第３四半期
連結会計期間 

平成21年10月１日から
平成21年12月31日まで

当第３四半期 
連結会計期間 

平成22年10月１日から 
平成22年12月31日まで

増減
増減率
（％）

 総合ＡＲＰＵ（Ｘｉ＋ＦＯＭＡ＋ｍｏｖａ） 5,470 5,130 △340 △6.2

 音声ＡＲＰＵ 3,030 2,590 △440 △14.5

 パケットＡＲＰＵ 2,440 2,540 100 4.1 

 総合ＡＲＰＵ（ＦＯＭＡ） 5,600 5,180 △420 △7.5

 音声ＡＲＰＵ 3,040 2,580 △460 △15.1

 パケットＡＲＰＵ 2,560 2,600 40 1.6 

 総合ＡＲＰＵ（ｍｏｖａ） 3,460 3,290 △170 △4.9

 音声ＡＲＰＵ 2,880 2,750 △130 △4.5

 パケットＡＲＰＵ 580 540 △40 △6.9

ＭＯＵ（Ｘｉ＋ＦＯＭＡ＋ｍｏｖａ） 138分 133分 △5分 △3.6
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その他事業 

当第３四半期連結会計期間におけるその他事業営業収益は、360億円となりました。その内容は、主

にＴＶメディアを主たるチャネルとした通信販売業、ホテル向け高速インターネット接続サービス、広

告事業、システム開発・販売・保守受託事業及びクレジット事業などであり、営業収益総額に占める比

率は3.4％となっております。一方、その他事業営業費用は406億円となり、その結果、その他事業営業

損失は46億円となりました。 

  

 
  

(2) 財政状態 

 
(注) 株主資本比率：株主資本÷総資産 

   負債比率：有利子負債÷（株主資本＋有利子負債） 

  

 業績  （単位：億円）

 

区分

前第３四半期
連結会計期間 

平成21年10月１日から
平成21年12月31日まで

当第３四半期
連結会計期間 

平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで

増減
増減率
（％）

 携帯電話事業営業収益 10,670 10,350 △320 △3.0

 携帯電話事業営業利益（△損失） 2,206 2,316 110 5.0 

 業績        （単位：億円）

 

区分

前第３四半期
連結会計期間 

平成21年10月１日から
平成21年12月31日まで

当第３四半期
連結会計期間 

平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで

増減
増減率
（％）

 その他事業営業収益 295 360 65 21.9 

 その他事業営業利益（△損失） △32 △46 △14 △44.7

   （単位：億円）

 区分
前第３四半期
連結会計期間末 
平成21年12月31日

当第３四半期
連結会計期間末 
平成22年12月31日

増減
増減率 
（％）

（参考）
前連結会計年度末
平成22年３月31日

 総資産 64,946 68,486 3,540 5.5 67,568 

 株主資本 45,282 48,378 3,097 6.8 46,359 

 負債 19,403 19,834 431 2.2 20,943 

  （再掲）有利子負債 6,250 6,090 △160 △2.6 6,103 

 株主資本比率 69.7％ 70.6％ 0.9ポイント ― 68.6％

 負債比率 12.1％ 11.2％ △0.9ポイント ― 11.6％
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(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、1,213億円の収入と

なりました。前年同期に比べ377億円（45.1％）キャッシュ・インフローが増加しておりますが、これ

は、携帯端末割賦債権の顧客からの立替代金回収に伴うキャッシュ・インフローの増加、及び法人税等

の支払が減少したことなどによるものであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、1,712億円の支出となりました。前年同期に比べ880億円

（34.0％）支出が減少しておりますが、これは、期間３ヵ月超の資金運用に伴う短期投資の償還による

収入が増加したことなどによるものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、1,123億円の支出となりました。前年同期に比べ168億円

（13.0％）支出が減少しておりますが、これは、自己株式の取得による支出が減少したことなどによる

ものであります。 

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は3,672億円となり、当第２

四半期連結会計期間末と比較して1,625億円（30.7％）減少いたしました。 

 
(注）１ フリー・キャッシュ・フロー：営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー

２ 特殊要因：期末日が金融機関の休業日であることによる電話料金未回収影響額 

３ 資金運用に伴う増減：期間３ヵ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は270億円であります。 

  （単位：億円）

 

区分

前第３四半期
連結会計期間 

平成21年10月１日から
平成21年12月31日まで

当第３四半期 
連結会計期間 

平成22年10月１日から 
平成22年12月31日まで

増減
増減率
（％）

 営業活動によるキャッシュ・フロー 836 1,213 377 45.1 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,593 △1,712 880 34.0 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,291 △1,123 168 13.0 

 フリー・キャッシュ・フロー △1,757 △500 1,257 71.6 

 特殊要因 △1,780 △1,710 70 3.9 

 資金運用に伴う増減 △813 118 931 ―

 

フリー・キャッシュ・フロー 
（特殊要因及び資金運用に伴う増減除く） 836 1,092 256 30.7 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当連結会計年度における設備計画においては、「ＦＯＭＡ」サービスエリアのきめ細やかな品質向上を

図り、また増加するデータトラフィックに対し適切な設備増強を実施するとともに、「Ｘｉ」サービスエ

リアのネットワーク構築を推進いたします。 

 当連結会計年度の設備投資計画額及び当第３四半期連結会計期間の実績額の事業別セグメント等による

内訳は次のとおりであります。 

 
(注) １ 所要資金は、自己資金で賄う予定であります。 

   ２ 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

   ３ 設備投資には、無形固定資産の取得に係る投資を含んでおります。 

   ４ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

   ５ 本項における将来に関する記述等については、「第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク」をあわせて 

        ご参照ください。 

  （単位：億円）

事業別セグメント等 
の名称

設備投資の内容

当連結会計年度
平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで

計画額

当第３四半期 
連結会計期間 

平成22年10月１日から 
平成22年12月31日まで 

実績額

（参考）
当第３四半期 
連結累計期間 

平成22年４月１日から
平成22年12月31日まで

実績額

 携帯電話事業 
・「ＦＯＭＡ」及び 
「Ｘｉ」設備の拡充 

・伝送路等の新増設 
5,150 1,263 3,762

 その他 
・情報システムの維持、

改善等 1,600 322 921

合計 ― 6,750 1,585 4,683
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 平成22年12月31日現在 

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
（注）当社は、単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 188,130,000 

計 188,130,000 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月３日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 43,790,000 43,790,000 
東京証券取引所市場第一部 
ニューヨーク証券取引所 
ロンドン証券取引所 

（注）

計 43,790,000 43,790,000 ― ―

年月日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

増減数 
(株)

残高
(株)

増減額
(百万円)

残高
(百万円)

増減額 
(百万円)

残高
(百万円)

平成22年10月１日から 
平成22年12月31日まで 

― 43,790,000 ― 949,679 ― 292,385 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ず、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

① 【発行済株式】 

  平成22年９月30日現在 

 
（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式498株が含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数498個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

   平成22年９月30日現在 

 
 （注）当第３四半期会計期間末の自己株式数は、2,206,413株であります。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
  

 
（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）   
 普通株式     2,184,258 

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式   41,605,742 41,605,742 ―

単元未満株式     ― ― ―

発行済株式総数  普通株式   43,790,000 ― ―

総株主の議決権 ― 41,605,742 ―

所有者の氏名又は名称等
 

所有株式数 
 

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)氏名又は名称 住所

自己名義
（株）

他人名義
（株）

合計 
（株）

株式会社エヌ・ティ・テ
ィ・ドコモ 

東京都千代田区永田町二
丁目11番１号 2,184,258 ― 2,184,258 4.99 

計 ― 2,184,258 ― 2,184,258 4.99 

２ 【株価の推移】

月別 平成22年４月 平成22年５月 平成22年６月 平成22年７月 平成22年８月 平成22年９月

最高(円) 154,400 145,700 137,800 141,900 146,900 149,000 

最低(円) 142,100 135,100 132,000 133,000 136,000 138,600 

月別 平成22年10月 平成22年11月 平成22年12月

最高(円) 143,000 140,100 144,800 

最低(円) 133,200 133,200 135,000 
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正

する内閣府令」(平成21年内閣府令第73号）附則第６条第２項に基づき、改正前の「四半期連結財務諸表

の用語、作成及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第93条の規定により、米国預託証

券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法、即ち、米国において一般に公正妥当と認め

られた会計原則に基づき作成しております。 

また、四半期連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半

期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、

平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

 
  

１ 【四半期連結財務諸表】

 
当第３四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成22年12月31日） （平成22年３月31日）

資産   

 流動資産   

   現金及び現金同等物 367,189 357,715

   短期投資 371,437 403,010

   売上債権 934,527 838,226

   クレジット未収債権 167,272 126,009

   貸倒引当金 △17,966 △15,633

   棚卸資産 174,635 141,277

   繰延税金資産 70,159 100,545

   前払費用及び 
その他の流動資産 122,735 109,829

  流動資産合計 2,189,988 2,060,978

 有形固定資産   

   無線通信設備 5,559,996 5,478,833

   建物及び構築物 840,944 830,921

   工具、器具及び備品 518,116 516,084

   土地 199,126 199,018

   建設仮勘定 94,949 83,608

   減価償却累計額 △4,667,975 △4,500,874

  有形固定資産合計（純額) 2,545,156 2,607,590

 投資その他の資産   

   関連会社投資 547,304 578,095

   市場性のある有価証券 
及びその他の投資 137,901 151,026

   無形固定資産（純額） 653,623 628,691

   営業権 209,018 198,436

   その他の資産 264,377 257,911

   繰延税金資産 301,226 274,048

  投資その他の資産合計 2,113,449 2,088,207

 資産合計 6,848,593 6,756,775
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（単位：百万円）

 
 
 

当第３四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成22年12月31日） （平成22年３月31日）

負債・資本  

 流動負債   

   １年以内返済予定 
長期借入債務 353,928 180,716

   短期借入金 41 78

   仕入債務 584,451 632,437

   未払人件費 40,331 54,580

   未払利息 1,101 995

   未払法人税等 97,730 185,890

   その他の流動負債 142,891 133,466

  流動負債合計 1,220,473 1,188,162

 固定負債   

   長期借入債務 255,037 429,553

   ポイントプログラム引当金 206,502 151,628

   退職給付引当金 144,351 138,447

   その他の固定負債 157,008 186,539

  固定負債合計 762,898 906,167

 負債合計 1,983,371 2,094,329

 資本   

  株主資本  

     資本金 949,680 949,680

     資本剰余金 757,109 757,109

     利益剰余金 3,575,463 3,347,830

     その他の包括利益（△損失） 
 累積額 △59,884 △37,379

     自己株式 △384,532 △381,363

   株主資本合計 4,837,836 4,635,877

  非支配持分 27,386 26,569

  資本合計 4,865,222 4,662,446

 契約債務及び偶発債務   

 負債・資本合計 6,848,593 6,756,775
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から
  平成21年12月31日まで）

（平成22年４月１日から
  平成22年12月31日まで）

 営業収益 
 

   無線通信サービス 2,859,472 2,850,116

   端末機器販売 382,892 359,013

  営業収益合計 3,242,364 3,209,129

 営業費用  

   サービス原価 682,777 687,578

   端末機器原価 510,168 482,552

   減価償却費 511,529 496,112

   販売費及び一般管理費 835,237 784,386

  営業費用合計 2,539,711 2,450,628

 営業利益 702,653 758,501

 営業外損益（△費用)  

   支払利息 △4,108 △3,638

   受取利息 969 1,024

   その他（純額） 2,173 △7,250

  営業外損益（△費用）合計 △966 △9,864

 法人税等及び持分法による 
投資損益（△損失）前利益 701,687 748,637

 法人税等  

   当年度分 291,393 289,489

   繰延税額 △7,586 13,881

  法人税等合計 283,807 303,370

 持分法による投資損益（△損失） 
前利益 417,880 445,267

 持分法による投資損益（△損失） 3,186 375

 四半期純利益 421,066 445,642

  控除：非支配持分に帰属する 
      四半期純損益（△利益） △1,720 △1,659

 当社に帰属する四半期純利益 419,346 443,983
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（単位：百万円）

 
（単位：円）

 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から
   平成21年12月31日まで）

（平成22年４月１日から
   平成22年12月31日まで）

 四半期純利益  421,066 445,642

 その他の包括利益（△損失）  

   売却可能有価証券 
 未実現保有利益（△損失） 4,527 △3,449

   未実現デリバティブ
 評価損益（△損失） △72 △14

   為替換算調整額 △8,678 △19,050

   年金債務調整額 446 △30

  その他の包括利益（△損失）合計 △3,777 △22,543

 包括利益合計  417,289 423,099

  控除：非支配持分に帰属する 
    包括損益（△利益） △1,704 △1,621

 当社に帰属する包括利益合計  415,585 421,478

       

 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から
  平成21年12月31日まで）

（平成22年４月１日から
  平成22年12月31日まで）

１株当たり情報  

 期中加重平均発行済普通株式数 
 ―基本的及び希薄化後（単位:株） 41,738,464 41,604,852

 基本的及び希薄化後１株当たり 
当社に帰属する四半期純利益 10,046.99 10,671.42
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

 

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

（平成21年10月１日から
  平成21年12月31日まで）

（平成22年10月１日から
  平成22年12月31日まで）

 営業収益 
 

   無線通信サービス 966,207 951,121

   端末機器販売 130,349 119,856

  営業収益合計 1,096,556 1,070,977

 営業費用  

   サービス原価 233,160 235,767

   端末機器原価 169,291 161,722

   減価償却費 173,720 174,146

   販売費及び一般管理費 302,956 272,311

  営業費用合計 879,127 843,946

 営業利益 217,429 227,031

 営業外損益（△費用）  

   支払利息 △1,119 △1,114

   受取利息 302 333

   その他（純額） 5,194 △4,621

  営業外損益（△費用）合計 4,377 △5,402

 法人税等及び持分法による 
投資損益（△損失）前利益 221,806 221,629

 法人税等  

   当年度分 80,506 84,968

   繰延税額 9,178 5,199

  法人税等合計 89,684 90,167

 持分法による投資損益（△損失） 
前利益 132,122 131,462

 持分法による投資損益（△損失） 2,894 3,353

 四半期純利益 135,016 134,815

   控除：非支配持分に帰属する 
       四半期純損益（△利益） △388 △579

 当社に帰属する四半期純利益 134,628 134,236
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（単位：百万円）

 
（単位：円）

 

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

（平成21年10月１日から
   平成21年12月31日まで）

（平成22年10月１日から
   平成22年12月31日まで）

 四半期純利益  135,016 134,815

 その他の包括利益（△損失）  

   売却可能有価証券 
 未実現保有利益（△損失） △9,555 4,137

   未実現デリバティブ
 評価損益（△損失） △37 40

   為替換算調整額 △20,369 △5,715

   年金債務調整額 150 △40

  その他の包括利益（△損失）合計 △29,811 △1,578

 包括利益合計  105,205 133,237

  控除：非支配持分に帰属する 
    包括損益（△利益） △358 △557

 当社に帰属する包括利益合計  104,847 132,680

       

 

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

（平成21年10月１日から
  平成21年12月31日まで）

（平成22年10月１日から
  平成22年12月31日まで）

１株当たり情報  

 期中加重平均発行済普通株式数 
 ―基本的及び希薄化後（単位:株） 41,696,009 41,603,083

 基本的及び希薄化後１株当たり 
当社に帰属する四半期純利益 3,228.80 3,226.59

       

       

― 23 ―



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
        （単位：百万円）

        前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

        (平成21年４月１日から  
 平成21年12月31日まで) 

(平成22年４月１日から
 平成22年12月31日まで)         

 営業活動によるキャッシュ・フロー：  

   四半期純利益 421,066 445,642

   四半期純利益から営業活動による 
キャッシュ・フローへの調整：  

     減価償却費 511,529 496,112

     繰延税額 △5,335 13,371

     有形固定資産売却・除却損 20,386 13,672

     持分法による投資損益（△利益） △5,150 376

     資産及び負債の増減:  

       売上債権の増減額（増加：△） △151,584 △96,694

       クレジット未収債権の増減額 
（増加：△） △24,080 △20,986

       貸倒引当金の増減額（減少：△） 2,062 2,396

       棚卸資産の増減額（増加：△） △51,135 △33,477

       前払費用及びその他の流動資産の
増減額（増加：△） △4,241 △13,503

       長期端末割賦債権の増減額（増加：△） 5,212 3,155

       仕入債務の増減額（減少：△） △63,170 △19,876

       未払法人税等の増減額（減少：△） △143,278 △88,114

       その他の流動負債の増減額（減少：△） △13,857 5,564

       ポイントプログラム引当金の増減額
（減少：△） 66,724 54,874

       退職給付引当金の増減額（減少：△） 8,002 5,906

       その他の固定負債の増減額（減少：△） 18,893 △30,744

       その他 52 16,849

    営業活動によるキャッシュ・フロー 592,096 754,523

         

 投資活動によるキャッシュ・フロー：  

   有形固定資産の取得による支出 △369,476 △318,769

   無形固定資産及びその他の資産の 
取得による支出 △183,670 △193,996

   長期投資による支出 △9,617 △4,765

   長期投資の売却による収入 9,262 794

   新規連結子会社の取得による支出 
（取得現金控除後） △29,209 △7,678

   短期投資による支出 △136,656 △744,825

   短期投資の償還による収入 38,310 686,335
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  （単位：百万円）

        前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

        (平成21年４月１日から
 平成21年12月31日まで) 

(平成22年４月１日から
 平成22年12月31日まで)         

   関連当事者への長期預け金預入れによる
支出 － △20,000

   
関連当事者への短期預け金預入れによる
支出 

△10,000 △20,000

   
関連当事者への短期預け金償還による
収入 

－ 110,000

   その他 △9,335 △6,994

    投資活動によるキャッシュ・フロー △700,391 △519,898

         

 財務活動によるキャッシュ・フロー：  

   長期借入債務の返済による支出 △15,000 △32

   短期借入金の増加による収入 138,149 367

   短期借入金の返済による支出 △138,149 △395

   キャピタル・リース負債の返済による
支出 △2,461 △3,249

   自己株式の取得による支出 △20,000 △3,169

   現金配当金の支払額 △208,488 △216,088

   その他 △3 △1,243

    財務活動によるキャッシュ・フロー △245,952 △223,809

         

 現金及び現金同等物に係る換算差額 77 △1,342

 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △354,170 9,474

 現金及び現金同等物の期首残高 599,548 357,715

 現金及び現金同等物の四半期末残高 245,378 367,189

         

キャッシュ・フローに関する補足情報  

        （単位：百万円）

        前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

        (平成21年４月１日から
 平成21年12月31日まで) 

(平成22年４月１日から
 平成22年12月31日まで)         

 各四半期連結累計期間の現金受取額：  

  
 

還付法人税等 679 301

 各四半期連結累計期間の現金支払額：  

  
 

支払利息（資産化された利息控除後） 4,050 3,533

  
 

法人税等 436,076 378,858
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四半期連結財務諸表注記 
  
１ 会計処理の原則及び手続ならびに四半期連結財務諸表の表示方法 

  
当社の四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則（以下「米国会計基準」）に基づ

いて作成されております。なお、米国会計基準により要請される記載及び注記の一部を省略しております。当社は、平

成14年３月にニューヨーク証券取引所に上場し、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方

法により連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員会に登録しております。当社及び連結子会社（以下「当社グルー

プ」）が採用している会計処理の原則及び手続ならびに四半期連結財務諸表の表示方法のうち、わが国における会計処

理の原則及び手続ならびに表示方法と異なるもので重要性のあるものは以下のとおりであります。 

  
（１）持分法による投資損益の表示区分 

  
持分法による投資損益については、「法人税等」の後に区分して表示しております。 

  
  
（２）代理店へ支払う一定の手数料 

  
再販目的で当社グループから端末機器を購入する代理店への一定の手数料支払を、これらの代理店への端末機器販売

に係る収益の減額として組替えております。また、当該収益の減額を、手数料の支払時ではなく、端末機器を代理店へ

引渡した時点で認識しております。 

  
  
（３）従業員の退職給付 

  
主に会計基準変更時差異、過去勤務債務や年金数理上の差異などの認識時点及び年金数理計算に起因する国内会計基

準と米国会計基準との差異を調整しております。 

  
  
（４）有給休暇 

  
一定の条件に該当する場合、従業員の有給休暇の未消化残高を発生主義で負債認識しております。 

  
  
（５）利子費用の資産化 

  
設備建設に要する借入金の利子のうち、資産を予定した利用に供するために発生した利子費用で、資産の取得がなけ

れば理論上発生しなかったものについては取得原価に算入しております。 

  
  
２ 主要な会計方針の要約 

  
（１）新会計基準の適用 

  
金融債権 

  
平成22年10月１日より、平成22年７月に米国財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board、以下

「FASB」）が公表した会計基準アップデート（Accounting Standards Update、以下「ASU」）2010-20「債権（トピック

310）：金融債権の信用の質及び貸倒引当金の開示」を適用しております。ASU2010-20は、企業の金融債権における信用

リスクの性質、当該信用リスクの分析及び評価の方法並びに貸倒引当金の変動の理由に関する開示の拡充を求めるもの

であります。ASU2010-20の適用による経営成績及び財政状態への影響はありません。なお、ASU2010-20が求める開示に

ついては、記載を省略しております。 

  
  

（２）最近公表された会計基準 

  
平成21年10月、FASBはASU2009-13「収益認識（トピック605）：複数の製品・サービスが提供される取引の収益の配

分に係る会計処理」を公表しました。ASU2009-13は、複数の構成要素からなる契約において契約対価を各構成要素に

配分する際に、販売価格に関する販売者固有の客観的証拠又は第三者証拠がいずれも存在しない場合には見積販売価

格を利用することを求め、残余法の適用を禁止するものであります。ASU2009-13は、平成22年６月15日以降に開始す

る会計年度より適用されます。当社は現在、ASU2009-13の適用による経営成績及び財政状態への影響を検討中であり

ます。 
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（３）組替 

  
前第３四半期及び前連結会計年度の連結財務諸表を当第３四半期の連結財務諸表の表示方法に合わせるため、一定

の組替を行っております。 
  

  
  
３ 資本 

  
平成18年５月１日に施行された会社法は、(i) 株主総会の決議によって剰余金の配当をすることができること、

（ii） 定款に中間配当の定めがある場合、取締役会の決議によって中間配当をすることができること、(iii) 配当によ

り減少する剰余金の額の10％を資本金の25％に達するまで準備金として計上しなければならないことを定めておりま

す。なお、準備金は株主総会の決議によって取崩すことができます。 

平成22年４月28日の取締役会の決議に基づき、平成22年３月31日時点の登録株主に対する総額108,175百万円、１株当

たり2,600円の配当が、平成22年６月18日に開催された定時株主総会で決議されております。配当の原資は利益剰余金で

あり、効力発生日は平成22年６月21日であります。 

平成22年10月28日の取締役会において、平成22年９月30日時点の登録株主に対する総額108,175百万円、１株当たり

2,600円の配当が決議されております。配当の原資は利益剰余金であり、効力発生日は平成22年11月19日であります。 

当社は、資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の実行を可能とするために、自己株式の取

得を実施しております。 

会社法では自己株式の取得について、(i) 株主総会の決議によって行うことができること、（ii）定款の定めを設け

た場合は、市場取引等による自己株式の取得を取締役会の決議によって行うことができることを定めております。当社

は、上記定款の定めを設けております。 

  
発行済株式及び自己株式に関する事項 

発行済株式総数及び自己株式数の推移は以下のとおりであります。 

また、当社は普通株式以外の株式を発行しておりません。 

  

 
  
  

当社は、定時株主総会において自己株式の取得を以下のとおり決議しております。 

  

 
  
  

(単位：株)

 発行済株式総数 自己株式数

平成21年３月31日 43,950,000 2,190,193 

平成21年９月30日 43,950,000 2,190,193 

取締役会決議に基づく自己株式の取得 － 154,065 

平成21年12月31日 43,950,000 2,344,258 

自己株式の消却 △160,000 △160,000

平成22年３月31日 43,790,000 2,184,258 

平成22年９月30日 43,790,000 2,184,258 

取締役会決議に基づく自己株式の取得 － 22,155 

平成22年12月31日 43,790,000 2,206,413 

定時株主総会開催日 取得期間
取得株式数の上限 

（単位：株）

取得総額の上限 

（単位：百万円）

平成20年６月20日 決議日の翌日から１年間 900,000 150,000 
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また、取締役会において自己株式の取得を以下のとおり決議しております。 

  

 
  
  

取得した自己株式の総数及び取得価額の総額は以下のとおりであります。 

  

 
  

 
  
平成23年１月、当社は、平成22年12月17日開催の取締役会決議に基づき、自己株式115,986株を総額16,831百万円で取

得しております。この結果、当該取締役会決議に基づいて取得した自己株式の総数は138,141株、取得価額の総額は

20,000百万円となり、平成23年１月26日に取得を終了しております。 

  
  
１株当たり情報 

１株当たり情報は以下のとおりであります。 

  

 
  

 
  
  

 
  

  

取締役会開催日 取得期間
取得株式数の上限 

（単位：株）

取得総額の上限 

（単位：百万円）

平成21年11月９日 
平成21年11月10日から平成21年
11月30日まで 160,000 20,000 

平成22年12月17日 
平成22年12月20日から平成23年
１月28日まで 160,000 20,000 

  (単位：株／百万円)

項目

前第３四半期連結累計期間 

平成21年４月１日から 

平成21年12月31日まで

当第３四半期連結累計期間 

平成22年４月１日から 

平成22年12月31日まで

取得した株式の総数 154,065 22,155 

株式の取得価額の総額 20,000 3,169 

  (単位：株／百万円)

項目

前第３四半期連結会計期間 

平成21年10月１日から 

平成21年12月31日まで

当第３四半期連結会計期間 

平成22年10月１日から 

平成22年12月31日まで

取得した株式の総数 154,065 22,155 

株式の取得価額の総額 20,000 3,169 

  (単位：円)

項目

前第３四半期連結累計期間 

平成21年４月１日から 

平成21年12月31日まで

当第３四半期連結累計期間 

平成22年４月１日から 

平成22年12月31日まで

基本的及び希薄化後１株当たり
当社に帰属する四半期純利益 

10,046.99 10,671.42 

  (単位：円)

項目

前第３四半期連結会計期間 

平成21年10月１日から 

平成21年12月31日まで

当第３四半期連結会計期間 

平成22年10月１日から 

平成22年12月31日まで

基本的及び希薄化後１株当たり
当社に帰属する四半期純利益 

3,228.80 3,226.59 

 (単位：円)

項目
当第３四半期連結会計期間末 

平成22年12月31日

前連結会計年度末 

平成22年３月31日

１株当たり株主資本 116,340.04 111,423.97 
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４ セグメント情報 

  
  
以下に報告されている事業別セグメントは、そのセグメントごとの財務情報が入手可能なものであり、当社グループ

はその財務情報を用いて経営資源の配分の決定及び業績の評価を行っております。セグメントごとの損益及びセグメン

トごとの資産の決定に用いられる会計方針は、米国会計基準に準拠した連結財務諸表の作成において用いられる会計方

針と一致しております。 

当社グループは事業別セグメントを２つに分類しております。携帯電話事業には、携帯電話（Ｘｉ）サービス、携帯

電話（ＦＯＭＡ）サービス、携帯電話（ｍｏｖａ）サービス、パケット通信サービス、衛星電話サービス、国際サービ

ス及び各サービスの端末機器販売などがあります。その他事業には、ＴＶメディアを主たるチャネルとした通信販売

業、ホテル向け高速インターネット接続サービス、広告事業、システム開発・販売・保守受託事業及びクレジット事業

などが含まれますが、全体として金額的な重要性は高くはありません。なお、ｍｏｖａサービスにつきましては、平成

24年３月31日をもってサービスの提供を終了する予定です。 

当社グループはサービスの性質及びサービスの提供に使用する電気通信ネットワークの特性に基づきセグメントを区

分しております。当社グループの経営者はマネジメントレポートからの情報に基づいて各セグメントの営業成績をモニ

ターし、評価しております。 

セグメント情報は以下のとおりであります。 

  

 
  

 
  

 
  

 
  

海外で発生した営業収益には重要性がないため、所在地別セグメント情報は開示しておりません。 

 (単位：百万円)

 
前第３四半期連結会計期間 

平成21年10月１日から 

平成21年12月31日まで

 携帯電話事業 その他事業 連結 

営業収益 1,067,046 29,510 1,096,556 

営業費用 846,429 32,698 879,127 

営業利益(△損失) 220,617 △3,188 217,429 

 (単位：百万円)

 
当第３四半期連結会計期間 

平成22年10月１日から 

平成22年12月31日まで

 携帯電話事業 その他事業 連結 

営業収益 1,035,015 35,962 1,070,977 

営業費用 803,372 40,574 843,946 

営業利益(△損失) 231,643 △4,612 227,031 

 (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間 

平成21年４月１日から 

平成21年12月31日まで

 携帯電話事業 その他事業 連結 

営業収益 3,156,079 86,285 3,242,364 

営業費用 2,445,959 93,752 2,539,711 

営業利益(△損失) 710,120 △7,467 702,653 

 (単位：百万円)

 
当第３四半期連結累計期間 

平成22年４月１日から 

平成22年12月31日まで

 携帯電話事業 その他事業 連結 

営業収益 3,106,817 102,312 3,209,129 

営業費用 2,342,048 108,580 2,450,628 

営業利益(△損失) 764,769 △6,268 758,501 
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５ 偶発債務 

  
訴訟 

平成22年12月31日現在、当社グループの経営成績または財政状態に重要な悪影響を及ぼすと考えられる訴訟または損

害賠償請求はありません。 

  
  

保証 

当社グループは通常の事業活動において、様々な相手先に対し保証を与えております。これらの相手先は、契約者、

関連当事者、海外の移動通信事業者ならびにその他の取引先を含んでおります。 

当社は契約者に対して、販売した携帯電話端末の欠陥に係る製品保証を提供しておりますが、当社はメーカーからほ

ぼ同様の保証を受けているため、当該製品保証に係る負債の計上は行っておりません。 

さらに、その他の取引において提供している保証または免責の内容はそれぞれの契約により異なりますが、そのほぼ

すべてが実現可能性の極めて低い、かつ一般的に金額の定めの無い契約であります。これまで、これらの契約に関して

多額の支払いが生じたことはありません。当社グループはこれらの契約に関する保証債務の公正価値は僅少であると考

えており、これらの保証債務に伴う負債計上は行っておりません。 

  
  

  
公正価値は「測定日における市場参加者間の通常の取引において、資産を売却するために受取るであろう価格、また

は負債を移転するために支払うであろう価格」と定義されております。米国会計基準においては、３つからなる公正価

値の階層が設けられており、公正価値の測定において用いるインプットには、観察可能性に応じた優先順位付けがなさ

れています。それぞれのインプットの内容は以下のとおりです。 

  
レベル１：活発な市場における同一資産及び負債の市場価格 

レベル２：資産及び負債に関するレベル１に含まれる市場価格以外の観察可能なインプット 

レベル３：資産及び負債に関する観察不可能なインプット 

  
また、当社はすべての会計期間ごとに「継続的に」公正価値が求められる資産及び負債と、特定の環境下（例えば減

損など）にある場合のみ「非継続的に」公正価値が求められる資産及び負債とを区分しております。 

  
（１）継続的に公正価値を測定している資産及び負債 

  
当社グループは主に売却可能有価証券及びデリバティブについて、継続的に公正価値を測定しております。 

  
平成22年12月31日及び平成22年３月31日における、当社グループが継続的に公正価値を測定している資産及び負債

は以下のとおりであります。 

  

６ 公正価値の測定

（単位：百万円）

 
当第３四半期連結会計期間末

平成22年12月31日

 合計 レベル１ レベル２ レベル３

資産：   

売却可能有価証券   

持分証券（国内） 50,585 50,585 － －

持分証券（海外） 74,246 74,246 － －

負債証券（海外） 4 4 － －

売却可能有価証券合計 124,835 124,835 － －

デリバティブ   

金利スワップ契約 2,054 － 2,054 －

直物為替先渡取引(NDF) 1 － 1 －

デリバティブ合計 2,055 － 2,055 －

資産合計 126,890 124,835 2,055 －

負債：   

デリバティブ   

先物為替予約契約 0 － 0 －

通貨オプション取引 2,301 － 2,301 －

デリバティブ合計 2,301 － 2,301 －

負債合計 2,301 － 2,301 －
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レベル１とレベル２の間における重要な移動はありません。 

  
  

 
  
レベル１とレベル２の間における重要な移動はありません。 

  
売却可能有価証券 

売却可能有価証券は市場性のある持分証券及び負債証券を含み、活発な市場における同一資産の市場価格で公正

価値を測定しているため、レベル１に分類しております。 

  
デリバティブ 

デリバティブは金利スワップ契約、先物為替予約契約、直物為替先渡取引(NDF)及び通貨オプション取引であり、

公正価値は金融機関が観察可能な市場データに基づいて算出した評価額を用いており、レベル２に分類しておりま

す。 

  
  

（２）非継続的に公正価値を測定している資産及び負債 

  
特定の資産及び負債については、非継続的に公正価値を測定しており、当該資産及び負債は前述の表には含まれて

おりません。当該資産及び負債の公正価値の変動は、主に減損時に生じます。 

当社グループは、長期性資産及び公正価値が容易に算定可能でない持分証券などについて、非継続的な公正価値の

測定が必要となる可能性があります。 

  
非継続的に公正価値を測定する資産及び負債の開示については、重要性がないため省略しております。 

  
  

７ 重要な後発事象 

  
当第３四半期連結会計期間末後、当四半期報告書提出日までの期間において、当四半期連結財務諸表注記の他の注記

事項に記載の事項を除き、該当事項はありません。 

（単位：百万円）

 
前連結会計年度末
平成22年３月31日

 合計 レベル１ レベル２ レベル３

資産：   

売却可能有価証券   

持分証券（国内） 53,029 53,029 － －

持分証券（海外） 83,598 83,598 － －

負債証券（海外） 4 4 － －

売却可能有価証券合計 136,631 136,631 － －

デリバティブ   

金利スワップ契約 3,297 － 3,297 －

デリバティブ合計 3,297 － 3,297 －

資産合計 139,928 136,631 3,297 －

負債：   

デリバティブ   

先物為替予約契約 108 － 108 －

通貨オプション取引 1,552 － 1,552 －

デリバティブ合計 1,660 － 1,660 －

負債合計 1,660 － 1,660 －
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平成22年10月28日開催の取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録さ

れた株主等に対し、第20期の中間配当を次のとおり行うことを決議いたしました。 

  

２ 【その他】

中間配当金の総額 108,175百万円

１株当たりの中間配当金 2,600円

支払請求権の効力発生日 
ならびに支払開始日 

平成22年11月19日

― 32 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年２月３日

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４

月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益及び包括利益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記１参照）に準拠して、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計

期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 正 典  印

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 金 子 寛 人  印

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 寺 澤   豊  印

(注) 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。 

 



  
平成23年２月３日

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４

月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益及び包括利益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記１参照）に準拠して、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計

期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 河 合 利 治  印

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 金 子 寛 人  印

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 寺 澤   豊  印

(注) 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。 

 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月３日 

【会社名】 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

【英訳名】 NTT DOCOMO, INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  山 田 隆 持 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員財務部長  坪 内 和 人 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 

 



当社代表取締役社長 山田隆持及び最高財務責任者 坪内和人は、当社の第20期第３四半期（自平成22年

10月１日至平成22年12月31日）の四半期報告書の記載内容が、金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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